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現在の景気：県内景気は、緩やかな持ち直し傾向が続いている。非製造業では、節約志向などの影響が出てい
るが、観光や飲食などの対面型サービス業の回復が続いているほか、百貨店の販売も底堅く推移している。
製造業では、生産活動に持ち直しの動きがみられる。この間、建設需要は、住宅をはじめ民間部門に建設コ
スト上昇の影響がみられるが、交通インフラ整備などの公共工事請負額の増加を背景に、総じて底堅く推移
している。 

3 か月程度の見通し：非製造業は、物価高や人手不足の影響を受けつつも、対面型サービス業を中心に持ち直
しの動きが続くとみられる。製造業では、持ち直しの動きが続くとみられる。 

個人消費： ①底堅い。②10月の県内百貨店（存続店ベース）の売上は、前年同月比3.1%減と2か月ぶりに前年
を下回った。記録的な残暑となり、秋冬向け衣料品の販売が大きく落ち込んだ。11月入り後は、気温が低下
し衣料品の販売が回復傾向にある。10月の自動車登録台数は、前年同月比3.1%減と3か月連続で前年を下回
った。小型車（同7.2%増）、普通車（同1.3%増）が増加に転じたものの、人気車種の新車投入があった前

年同月の裏などにより、軽乗用車（同15.7%減）が減少した。 

住宅建築： ①一進一退。②10 月の新設住宅着工戸数は前年同月比 13.5%減少し、3 か月ぶりに前年を下回っ
た。貸家（同 15.7%増）が堅調に推移しているものの、分譲住宅（同 52.3%減）が大幅に減少した。 

設備投資： ①堅調。②国土交通省の「建設着工統計」（非居住用）によると、10 月の工事床面積（年度累計）
は前年度比 19.5%減、工事予定額は同 1.2%減であった。建設コストの上昇から設備投資案件を見送る動き

があることから、工事床面積の前年割れが続いている。一方、工事費予定額は、単価上昇から概ね前年並み
となっている。ひまわりベンチャー育成基金（調査研究部門：千葉経済センター）によるアンケート調査

では、24 年度設備投資計画（9 月末時点）は、23 年度実績対比 26.6%増となった。 

公共工事： ①増加。②10月の県内公共工事請負額（年度累計）は、前年同月比14.7%増加した。独立行政法人
等（同60.1%増）、市町村（同18.2%増）、県（同6.8%増）、国（同5.6%増）いずれも増加した。 

輸出： ①増加。②10 月の成田、千葉、木更津 3 港合計通関輸出額は、前年同月比 20.3%増と 12 か月連続で
前年を上回った。成田空港は、半導体等製造装置（同 45.3%増）、科学光学機器（同 27.7%増）が増加し、
同 24.3%増と 11 か月連続で前年を上回った。千葉港は、石油製品（同 50.8%減）の大幅な落ち込みにより、
同 9.4%減と 2 か月連続で前年を下回った。木更津港は、鉄鋼（同 28.0%減）の減少により、同 11.9%減と 2

か月ぶりに前年を下回った。 

生産活動： ①持ち直しの動き。②9 月の県鉱工業生産指数（季調済、2020 年＝100.0）は、103.2（前月比 0.5%

低下）と 2 か月ぶりに低下した。石油・石炭製品工業（同 7.0%上昇）が上昇した一方、生産用機械工業（同

41.3%低下）や汎用・業務用機械工業（同 23.9%低下）が低下した。 

観光：①底堅い。②県内の観光・宿泊施設は、好調な入込を続けている。東京ドイツ村（袖ケ浦市）のウイン
ターイルミネーション（11 月 1 日～）をはじめ、各地でクリスマス・年末に向けたイベントが開催されてい

る。また、厳しい残暑で紅葉が例年より遅れたものの、11 月下旬頃より養老渓谷ほか各地の景勝地が賑わい
をみせている。 

雇用情勢： ①人手不足感が強い状態が続いている。②10 月の有効求人倍率（季調値）は 1.02 倍で、前月から
0.01 ポイント上昇した。有効求職者数（同 0.7%減）が減少し、有効求人数（同 0.2%増）が増加した。ひま
わりベンチャー育成基金のアンケート調査における雇用実績 BSI は、大幅な「不足」超が続いている。 

 

【トピックス】 

〇 千葉県は、観光政策の財源確保を目的に宿泊税を導入する方針を明らかにした（21 日）。県は観光振興財

源検討会議で宿泊税導入の是非や徴収額について議論を重ね、1 人 1 泊 150 円の徴収を妥当としていた。

千葉県内では、今後、導入時期や使途の調整を進めていく。 

〇 JR 東日本千葉支社は、久留里線の一部区間（久留里－上総亀山）の運行を廃止する方針を明らかにした

（27 日）。災害によるものを除き、JR 東日本管内の路線廃止は久留里線が初めてとなる。 

〇 東庄町と一般社団法人国際ドローン協会は、ドローンを活用した物流システム実証実験の開始を発表した

（29日）。同町では高齢化・過疎化が進む中、買い物弱者の支援や災害時の対応が課題となっており、そ

の対策としてドローンの活用を推進している。今後、食料品や医療物資などの輸送実験が予定されている。 

 
 調査実施時期：24 年 9～10 月。有効回答数 189 社。 

 


